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「学校法人に係る寄附の実績等に関する調査」の結果について
【平成29年度実績版】
（都道府県知事所轄学校法人・都道府県）

文部科学省高等教育局私学部私学行政課

　本資料は、各学校法人における寄附募集等の実態を把握することを目的に平成３０年８月に実施した「学校法人に係る寄附の実績等に関する調査」について、都道府県知事所轄学校法人及び各都道府県に係る調査結果をまとめたものです。この場を借りて、本調査にご協力いただいた各学校法人、各都道府県の皆様に御礼申し上げます。
　なお、本資料は、個別の法人が特定されない形での全国的な集計結果を示すものであることを申し添えます。

〖都道府県知事所轄学校法人に関する調査の結果〗

１．学校法人における寄附の実績について
以下、1049法人から回答
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＜参考＞
・　法人からの寄附の内訳
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・　個人からの寄附の内訳
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＜参考＞
各都道府県の実績
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２．税額控除制度の活用状況について

【項目１】　平成３０年５月１日時点における、税額控除対象法人の証明の有無


【項目２】　上記【項目１】で①受けていると回答した法人における、証明時の適用要件の種類



【項目３】　税額控除の活用により、寄附金の用途を拡充したもの（複数回答可）

【項目４】　税額控除対象法人化により、寄附募集の取組に変化のあったもの（複数回答可）

【項目５】　税額控除対象法人化によって寄附募集の状況に変化のあったもの（複数回答可）



３．税額控除対象法人となる上での課題について

【項目１】　２．【項目１】において②受けていないと回答した法人における、税額控除対象法人化に関する希望状況


【項目２】　非対象法人であることによって寄附金募集に支障が生じている例（抜粋）
○所得控除と税額控除の制度の相違を説明すると控えられる。
○税額控除の優遇を受けられないことを理由に、寄附を得られないことがあった。
○寄付金募集に関する問い合わせを受ける際に、寄付者より税額控除優遇についての制度利用を求められることがあった。
















【項目３】　上記【項目１】で①税額控除対象法人化を希望する又は②検討中と回答した法人において、税額控除証明申請の障害となっている事柄（複数回答可）

＜参考＞
その他障害となっている事柄（抜粋）
（制度に関する理解不足）
○税額控除制度について、正確に理解していないため。
○特定公益増進法人の証明を受けているため改めて申請する必要があるか解らない。

（事務体制の不足）
○人手不足により、その件も含め事務取扱に係る手番が確保できない。














【項目４】　上記【項目３】で①又は②と回答した法人における、障害の背景事情（複数回答可）


【項目５】　上記【項目１】で④税額控除対象法人化を希望しないと回答した法人における、希望しない理由（複数回答可）

＜参考＞
その他具体的な理由（抜粋）
（寄附募集活動上の障害）
○今年2月に特定公益増進法人の証明を取得し、募集活動を開始したばかりで白紙の状況。
○現在は積極的な寄附募集活動をしていないため。
○小規模園のため、絶対要件、緩和された要件を満たせない。

（必要性を感じない）
○特定公益増進法人であることの証明をいただいており、これで特に問題ないため。

（事務手続き等の煩雑さ）
○制度趣旨は、すばらしいが、事務手続き、運用が総じて煩雑すぎて小規模学校法人には、不向き。


４．寄附募集の状況について

【項目１】　平成３０年５月１日時点における寄附募集活動の有無


【項目２】　上記【項目１】で①行っていると回答した法人における、寄附募集活動の具体的な内容【複数回答可】





【項目３】　上記【項目１】で②特に行っていないと回答した法人における、寄附募集活動を特に行っていない理由【複数回答可】


【項目４】　寄附募集に関する、国に対する要望事項【複数回答可】

事務説明会において、税額控除制度に係る通知や参考資料等を配布して周知を図っている。
○検査時において、寄附金が多い法人においては個別に周知している。
○制度の概要や趣旨、申請手続きに係る資料を各学校法人へ送付している。


５．受配者指定寄附金制度について

【項目１】　平成３０年５月１日時点における受配者指定寄附金制度の活用の有無


【項目２】　上記【項目１】で②活用したことがないと回答した法人における、受配者指定寄附金制度を活用していない理由【複数回答可】





〖各都道府県に関する調査の結果〗

【項目１】　各都道府県における税額控除制度に関する取組について【複数選択可】

＜参考＞
　具体的な取組（抜粋）
○年度当初に開催する私学関係事務説明会において、税額控除制度に係る通知や参考資料等を配布して周知を図っている。
○国からの通知があった場合は、制度の概要や趣旨、申請手続に係る資料を各学校法人へ送付している。
○学校法人に対する運営指導の際に、制度の紹介等を口頭で行っている。

【項目２】　各都道府県における税額控除証明発行に要する時間





【項目３】　各都道府県における、所轄学校法人の寄附募集に向けた工夫ある取組や先進的な取組の把握状況


＜参考＞
　①把握していると回答した都道府県における、把握している先進的な取組事例









【項目４】　各都道府県において把握する、所轄学校法人が特定公益増進法人への申請をしない理由【複数回答可】

[bookmark: _GoBack]
【項目５】　各都道府県において把握する、所轄学校法人が税額控除対象法人への申請をしない理由【複数回答可】

＜参考＞
　その他具体的な理由（抜粋）
○制度自体を知らない学校法人が多い。本調査を依頼して，税額控除対象法人とは何なのかと質問を受けた法人が複数あった。
列1	
①受けている	②受けていない	212	837	

列3	
①絶対値要件（3000円以上の寄附が年平均100人以上）	②緩和された絶対値要件（法人の定員数に応じて緩和された要件）	③相対値要件（寄附金収入金額が経常収入金額の20％以上）	124	56	15	


税額控除の活用により、寄附金の用途を拡充したもの	
①奨学金・授業料減免	②校地・校舎の購入・新設・耐震補強等	③研究費や授業に必要な経費	④課外活動	⑤周年行事の運営費	⑥地域との交流活動（公開講座や住民参加行事の開催等）	17	69	57	18	29	0	


列3	
①積極的に税額控除をPRし、広報を行うようになった	②寄附の対象を学校関係者から地元住民等にまで広げた	③法人内での寄附募集体制を工夫するようになった	④恒常的な寄附募集活動を行うようになった	100	9	14	37	


列1	
①寄附件数が増加した	②寄附金額が増加した	③寄附者の層が変化した	55	47	2	


列1	
①希望する	②検討中	③現在申請中	④希望しない	76	288	7	457	

列1	
①寄附件数が非常に少なく、要件緩和後でも絶対値要件が満たせない	②寄附件数は絶対値要件を満たしているが、少額寄附（3000円未満）が多い	③情報公開の要件が満たせない	315	20	27	


列3	
①保護者世代が若年である等、寄附募集の対象者が比較的低収入である。	②卒業生からの寄附が少ない。	③同窓会組織がしっかりと組織されていない。	④寄附募集活動が十分に行えていない。	127	187	133	155	


列3	
①税額控除対象法人の証明を得ることに係る事務コスト等と比して、得られるメリットが大きくないためである	②学校法人の収入の中で、寄附金収入の占める割合が大きくないためである	③税額控除制度について、正確に理解していないためである	④地域において、寄附募集に対する文化・理解が醸成されていないためである	⑤寄附募集活動が十分に行えていないためである	121	255	121	81	100	


列1	
①行っている	②特に行っていない	417	617	

従来行っている取組	
①寄附募集の要綱等を作成し、在校生やその保護者、教職員等、学校関係者に呼びかけている	②学校関係者のみではなく、地元住民や地元企業等まで寄附の対象を広げて寄附募集を行っている	③インターネットによる申し込みなど、HPによる寄附募集システムを整備している	④同窓会組織へ働きかけている	⑤ファンドレイザーや寄附担当部門の設置など法人内での寄附収集体制を充実させている	⑥寄附者に対し、御礼状の送付や情報提供などの取組をしている	⑦周年事業を行っている	⑧クラウドファンディングなどの方法で、インターネットを利用し不特定多数の者から資金調達を行っている	276	132	90	175	16	270	113	6	H29年度から新たな取組	
①寄附募集の要綱等を作成し、在校生やその保護者、教職員等、学校関係者に呼びかけている	②学校関係者のみではなく、地元住民や地元企業等まで寄附の対象を広げて寄附募集を行っている	③インターネットによる申し込みなど、HPによる寄附募集システムを整備している	④同窓会組織へ働きかけている	⑤ファンドレイザーや寄附担当部門の設置など法人内での寄附収集体制を充実させている	⑥寄附者に対し、御礼状の送付や情報提供などの取組をしている	⑦周年事業を行っている	⑧クラウドファンディングなどの方法で、インターネットを利用し不特定多数の者から資金調達を行っている	29	23	25	23	2	15	20	3	



列3	
①寄附募集を行いたい意向はあるが、人員等寄附募集のための体制の整備ができないためである	②寄附募集を行いたい意向はあるが、寄附募集の方法が分からないためである	③寄附募集を行いたい意向はあるが、寄附税制の仕組み等が分からないためである	④寄附募集の必要性がないためである	⑤法人として寄附募集は行わない方針をとっているためである	258	69	99	129	51	


列3	
①税額控除制度の寄附実績に係る要件（PST要件）の撤廃	②寄附金控除の上限の拡充	③税額控除対象法人の証明の有効期間を5年よりも延長	④特定公益増進法人の証明の有効期間を５年よりも延長	⑤受配者指定寄附金の対象となる寄附事業の拡大	⑥寄附募集の先陣事例等の紹介	257	229	223	364	152	174	


列1	
①活用したことがある	②活用したことがない	299	718	

列3	
①受配者指定寄附金制度の活用に係る事務コスト等と比して、得られるメリットが大きくないためである	②受配者指定寄附金の対象となる寄附事業の範囲がせまいためである	③受配者指定寄附金制度について、正確に理解していないためである	197	81	379	


列3	
①制度の概要や趣旨、申請手続きに係る手引書等を都道府県のHPにおいて公表している	②制度の概要や趣旨、申請手続きに係る説明会（主催、共催を含む）を開いて周知に努めている	③学校法人の寄附収集に係る事例集等を作成し、周知している	④証明書を発行した学校法人の一覧をHPにおいて公表している	⑤制度の概要や趣旨、申請手続きに係る手引書等を都道府県独自で作成している	⑥寄附募集の課題への対応策検討のために、現状分析を行っている	13	2	0	6	9	1	


列1	
①２週間以内	②２週間以上１ヶ月以内	③１ヶ月以上２ヶ月以内	④２ヶ月以上	26	19	0	0	

列1	
①先進的な取組事例を把握している	②先進的な取組事例を把握していない	4	43	

列3	
①寄附募集の要綱等を作成し、在校生やその保護者、教職員等、学校関係者に呼びかけている	②学校関係者のみではなく、地元住民や地元企業等まで寄附の対象を広げて寄附募集を行っている	③インターネットによる申し込みなど、HPによる寄附募集システムを整備している	④同窓会組織へ働きかけている	⑤ファンドレイザーや寄附担当部門の設置など法人内での寄附収取体制を充実させている	⑥周年事業を行っている。	⑦クラウドファンディングなどの方法で、インターネットを利用し不特定多数の者から資金調達を行っている	⑧寄附者に対し、御礼状の送付や情報提供などの取組をしている	4	3	2	2	1	2	1	1	


列3	
①特に低所得者層に対して所得控除制度は、効果が大きくないためである	②特定公益増進法人の証明を得ることに係る事務コスト等と比して、得られるメリットが大きくないためである	③学校法人の収入の中で、寄附金収入の占める割合が大きくないためである	④所得控除制度について、正確に理解していないためである	⑤地域において、寄附募集に対する文化・理解が醸成されていないためである	⑥寄附募集活動が十分に行えていないためである	3	12	33	17	9	6	


列3	
①寄附件数が非常に少なく、年平均100人に達していないためである	②寄附件数は年平均100件に達しているが、少額寄附（3000未満）が多いためである	③情報公開の要件が満たせないためである	④税額控除対象法人の証明を得ることに係る事務コスト等と比して、得られるメリットが大きくないためである	⑤学校法人の収入の中で、寄附金収入の占める割合が大きくないためである	⑥税額控除制度について、正確に理解していないためである	⑦地域において、寄附募集に対する文化・理解が醸成されていないためである	⑧寄附募集活動が十分に行えていないためである	28	2	7	18	31	24	11	13	
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北海道 54 1,411 244,756 206 167 39 151,995 151,689 306 1,205 1,176 29 92,761 90,650 2,111

青森県 10 629 157,877 12 12 0 84,490 84,490 0 617 613 4 73,387 59,680 13,707

岩手県 17 525 27,446 31 22 9 13,398 12,821 577 494 444 50 14,049 11,554 2,494

宮城県 15 2,043 71,941 264 258 6 48,851 46,908 1,943 1,779 1,761 18 23,089 22,733 357

秋田県 6 23 3,308 2 2 0 2,200 2,200 0 21 21 0 1,108 1,108 0

山形県 22 4,447 188,433 222 191 31 30,651 21,755 8,896 4,225 4,209 16 157,782 130,728 27,055

福島県 23 3,130 252,337 289 273 16 142,985 57,446 85,539 2,841 2,833 8 109,352 101,693 7,658

茨城県 24 2,334 570,160 239 228 11 217,154 216,029 1,125 2,095 2,076 19 353,006 331,982 21,023

栃木県 14 1,968 514,351 5 2 3 241 230 11 1,963 1,960 3 514,110 513,988 123

群馬県 8 379 27,952 8 7 1 2,823 1,261 1,562 371 369 2 25,129 6,524 18,605

埼玉県 36 626 203,777 49 43 6 12,123 11,187 936 577 574 3 191,654 191,301 354

千葉県 46 767 440,980 101 97 4 361,769 359,902 1,866 666 656 10 79,212 76,217 2,995

東京都 164 22,793 4,115,172 891 807 84 905,157 884,441 20,715 21,902 21,698 204 3,210,015 2,671,824 538,191

神奈川県 98 8,049 1,141,376 1,010 994 16 449,628 352,978 96,650 7,039 6,943 96 691,748 492,898 198,850

新潟県 27 797 363,953 21 18 3 260,233 38,828 221,405 776 772 4 103,720 103,451 269

富山県 11 217 191,033 67 67 0 73,167 73,167 0 150 150 0 117,866 117,866 0

石川県 8 574 26,561 65 64 1 4,793 4,740 53 509 501 8 21,768 12,876 8,892

福井県 8 126 4,078 34 34 0 1,002 1,002 0 92 92 0 3,077 3,077 0

山梨県 8 760 46,097 9 9 0 4,520 4,520 0 751 751 0 41,577 41,577 0

長野県 14 3,555 287,411 241 239 2 93,892 93,471 421 3,314 3,261 53 193,519 191,959 1,560

岐阜県 14 147 48,418 21 21 0 19,797 19,797 0 126 123 3 28,621 24,827 3,794

静岡県 31 1,284 123,889 35 25 10 11,510 10,776 734 1,249 1,204 45 112,379 95,281 17,098

愛知県 27 1,303 272,802 252 246 6 136,608 129,375 7,234 1,051 1,044 7 136,194 128,776 7,417

三重県 17 4,091 238,286 327 302 25 59,424 43,957 15,467 3,764 3,743 21 178,862 178,409 453

滋賀県 6 584 27,006 17 11 6 1,549 1,116 433 567 539 28 25,457 25,104 353

京都府 28 2,016 471,347 111 103 8 182,789 179,329 3,460 1,905 1,895 10 288,558 287,705 853

大阪府 50 6,011 416,877 228 209 19 99,525 92,832 6,693 5,783 5,745 38 317,352 294,848 22,504

兵庫県 38 3,305 1,642,887 250 235 15 78,300 74,179 4,121 3,055 3,037 18 1,564,587 1,330,650 233,938

奈良県 2 93 11,704 0 0 0 0 0 0 93 93 0 11,704 11,704 0

和歌山県 5 690 27,914 2 2 0 600 600 0 688 688 0 27,314 27,314 0

鳥取県 7 1,236 43,543 266 265 1 25,650 25,550 100 970 968 2 17,893 14,491 3,403

島根県 12 951 85,388 88 73 15 23,073 19,616 3,456 863 859 4 62,315 61,601 714

岡山県 16 3,690 301,374 268 262 6 14,825 12,226 2,599 3,422 3,417 5 286,550 251,534 35,015

広島県 33 13,822 490,209 541 528 13 303,911 61,782 242,129 13,281 13,241 40 186,298 174,342 11,956

山口県 13 940 102,838 65 59 6 2,049 2,038 10 875 851 24 100,789 97,552 3,237

徳島県 1 100 1,600 50 50 0 800 800 0 50 50 0 800 800 0

香川県 6 55 111,675 24 22 2 110,950 108,850 2,100 31 31 0 725 725 0

愛媛県 8 690 32,941 23 20 3 3,578 3,537 41 667 653 14 29,363 26,409 2,954

高知県 8 1,721 265,099 117 114 3 8,432 7,730 702 1,604 1,602 2 256,667 256,631 36

福岡県 31 2,119 395,224 303 275 28 150,959 145,737 5,222 1,816 1,794 22 244,265 240,554 3,711

佐賀県 9 1,500 102,451 161 159 2 50,949 49,949 1,000 1,339 1,335 4 51,502 50,921 581

長崎県 14 3,371 152,098 542 542 0 25,131 25,131 0 2,829 2,826 3 126,967 112,218 14,749

熊本県 19 1,248 47,360 54 36 18 11,933 11,708 225 1,194 957 237 35,426 31,288 4,138

大分県 5 2,506 12,275 20 20 0 740 740 0 2,486 2,423 63 11,535 11,047 488

宮崎県 7 63 42,227 23 19 4 18,676 12,122 6,554 40 37 3 23,551 22,588 963

鹿児島県 17 653 165,552 208 202 6 54,402 52,090 2,312 445 319 126 111,151 91,175 19,976

沖縄県 12 617 679,710 35 23 12 627,369 625,768 1,601 582 555 27 52,341 48,953 3,388

都道府

県名

回答法

人数

寄附実績

総件数

総額

（単位：千

円）

法人寄附件数 法人寄附額（単位：千円） 個人寄附件数 個人寄附額（単位：千円）


image1.emf
寄附全体

単位：人 単位：千円

総件数 109,959総額 15,193,294

現金寄附件数 108,246現金寄附金額 13,209,134

現物寄附件数 1,713現物寄附金額 1,984,160

総件数 7,797総額 4,886,199

現金寄附件数 7,357現金寄附金額 4,138,002

現物寄附件数 440現物寄附金額 748,197

総件数 102,162総額 10,307,095

現金寄附件数 100,889現金寄附金額 9,071,132

現物寄附件数 1,273現物寄附金額 1,235,963



法人からの寄附



個人からの寄附


image2.emf
寄附件数 寄附件数

50億円以上 ～

0 0

10億円以上 ～

0 0

5億円以上 ～

1 0

1億円以上 ～

6 2

5000万円以上 ～

5 2

1000万円以上 ～

46 2

500万円以上 ～

63 2

100万円以上 ～

241 34

50万円以上 ～

151 25

10万円以上 ～

1066 82

5万円以上 ～

742 28

1万以上 ～

4064 50

3千円以上 ～

899 58

1円以上 ～ 73 155

7357 440

合　計

4138001.9 748197.4

1万円未満

4408.5 295.6

3千円未満 126.5 151.7

10万円未満

41113.1 2018.5

5万円未満

74486.9 1221.3

100万円未満

89411.2 16539.5

50万円未満

179772.4 20095.1

1000万円未満

366725.4 13790.0

500万円未満

424738.6 46182.2

1億円未満

346189.2 178384.0

5000万円未満

931877.8 26260.3

10億円未満

610000.0 0

5億円未満

1071312.3 443524.4

50億円未満

0 0

一法人当たりの

寄附金受入額

現金寄附 現物寄附

合計金額（千円） 合計金額（千円）



0 0


image3.emf
寄附者数 寄附者数

50億円以上 ～

0

0

10億円以上 ～

0

0

5億円以上 ～

0

0

1億円以上 ～

3

2

5000万円以上 ～

14

2

1000万円以上 ～

107

12

500万円以上 ～

82

7

100万円以上 ～

999

53

50万円以上 ～

755

42

10万円以上 ～

9910

211

5万円以上 ～

6909 58

1万円以上 ～

35906 177

5千円以上 ～

20368 76

4千円以上 ～

1787 105

3千円以上 ～

11667 184

2千円以上 ～

4703 58

1千円以上 ～

7415 147

1円以上 ～ 264 139

100889 1273

合　計

9071131.8 1235963.0

2千円未満

261.6

1千円未満 122.0

4千円未満

35526.9 713.4

3千円未満

10013.9 147.5

7892.1

137.3

1万円未満

148050.2 544.5

5千円未満

8165.6 510.2

10万円未満

382190.1 4033.4

5万円未満

562659.8 3410.4

100万円未満

441941.1 28264.8

50万円未満

1498773.4 32932.0

1000万円未満

512109.3 53751.1

500万円未満

1430137.8 94414.3

1億円未満

807905.8 128395.7

5000万円未満

1796513.9 241066.1

10億円未満

0 0

5億円未満

375000.0 647396.1



0 0

50億円未満

0 0

一人（一団体）当たりの

寄附金受入額

現金寄附 現物寄附

合計金額（千円） 合計金額（千円）


